
はじめに  

はじめに   

本報告書は、平成17年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので  

ある。   

社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平件の確保に関し、  

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化  

の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担の在り方等について年金数理的な観  

点からの検討及び検証」などを行うため設置されている。   

部会設置以来、これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告  

を求め、その財政状況を専門的な観点から検討、分析するとともに、財政を見る上で必  

要となるデータや将来の財政再計算等で考慮すべき事項について指摘してきた。また、  

平成16年に行われた財政再計算については、その聴取資料を基に各制度の安定性、公平  

性に関して財政検証を行っている。これらの内容については、部会議事の公開、報告資  

料や議事録の厚生労働省ホームページへの掲載等を通じて、その内容を国民に広く提供  

してきた。   

本報告では、各制度からの、ド成17年度の財政状況の報告をもとに、各制度の財政状況  

を横断的に 一覧できるようにわかりやすくまとめた上で、年金財政の複雑な仕組みやそ  

の意義、これまでの経緯などの説明とともに、現状分析及び財政再計算との比較を行っ  

た。なお、今年度から、比較対象を〕1乙成16年財政再計算としている。   

平成13年度分から、毎年、報告書を作成・公表しているが、今年度は、新たに年金財  

政の観点から制度横断的に比較・分析した単年度収支状況による分析を行ったほか、今  

回実績と平成1針牢財政再計算との乗離要匪＝こついては、積立金、収支比率及び積立比率  

について分析を行っている。   

現在、被用者年金制度の 一元化法案が国会に提出されており、また、次回、平成21年  

における「財政の現況及び見通しの作成」・財政再計算に向けた検討も始められようとし  

ている。これらの議論では、各制度間の現状の比較は欠くことのできないものである。   

本報告吾が公的年金の財政状況理解の一一助となり、ひいては年金制度に関する議論に  

資することができれば幸いである。  
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第1章 公的年金の概要   

1 公的年金とは   

公的年金は、老後を始め、障害や死亡の場合の所得保障をlズ】るものである。現在、   

その財政は、現役世代の支払った保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい   

う世代間扶養を某本としつつ、一定の積立金を保イ1‘し活用することにより将来仲代の   

負担を緩和する什二組みとなっている。   

公的年金は、【IJ一くは恩給及び官業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設   

された。現在は、国民年金（基礎年金）と厚生年金保険（以卜、厚生年金という）、さ   

らに国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校数職員共済制度の3つの   

共済年金（以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済という）からなる。旧社会保障   

制度審議会に年金数理部会が設置された昭和55年当時には、これら5つの制度の他、   

船員保険、公共企業体職員共済組合（国鉄共済、専売共済、L］本電信電話共済：以仁   

旧 三共済という）、農林漁業団体職員共済組合（以下、旧農林年金という）があったが、   

いずれも厚生年金と統合（船員保険については職務外の年金給付部分）、現在に至って   

いる。   

本報告苦では、i三として、平成7隼度からの動きについて見ており、その後に統合   

があったl廿三共済と旧農林年金については、おおむね轄生年金に含めている。なお、   

国民年金を除く各年金を被用者年金と総称する。  

2 体系（国民年金と被用者年金との関係）   

公的年金の体系は図で示すと、次頁のとおりである（図表卜2－1）。   

公的年金のうち国民年金は、全国民共通の「基礎年金」の制度である。被用者年金各   

制度の被保険者・組合員・加入者（以F、被保険者という）は国民年金の第2弓一被保   

険者となり住、その被扶養配偶者（20歳以卜60歳末満の者に限る。）は同第3号被保険   

者となる。第2弓一、第3片被保険者のいずれにも該当しない者、例えば自営業者とそ   

の配偶者、家族従業音、無職の者などで20歳以上二60歳末溝の者は同第1号被保険者   

となる。そして原則として65歳到達以後、老齢基礎年金を受給する。また、被用者年   

金制度の被保険有期間を有する者は、当該被用者牛金の支給開始年齢到達以後、基礎   

隼金とは別に1該被用者隼金も併せて受給する。なお、Iq民年金には展礎年金以外に   

付加隼金や寡婦隼金といった独白給付がある。  

柱（う5歳以上．の者にあっては、老齢・退職年令の受給権を有さない者に限られる 
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図表卜2→1公的年金の体系  

注 厚牛年金基金は老齢厚生年金の 一部を何に代わって支給する（図中「代行部分」）。  

3 一元化の推進   

我が国の公的年金制度は、それぞれ経緯を持って発足、発展してきた。その後、制  

度間での制度的、財政的な差異が制度自体の安定性と加入者間の公平性に問題を生じ  

るようになり、その対応策として公的年金の一元化が推進されている。 1でみた、制  

度の統合もその一環である。さらに、平成16年財政再計算では、平成13年3月16日  

付け閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」に従い、国共済と地共済にお  

いては財政単位一元化が図られ、私学共済では掛金率を従前よりも前倒しして引き上   

げていくこととされた。   

さらなる対応策を推進するため、平成18年4月28日付け閣議決定「被用者年金制  

度の一元化に関する基本方針について」に従い具体案が検討され、平成18年12月19   

日に政府・与党合意として、被用者年金の太宗を占める厚生年金に公務員及び私学教  

職員も加入することとし、2階部分の年金は厚生年金に統一することとされ、平成19  

年4月に、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険等の一部を改正す   

る法律案」が国会に提出されたところである。  
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第2章 財政状況  

本章では、公的年金各制度の財政収支、被保険者、受給権者、さらに年金扶養比率、総合費用  

率などの財政指標について、 現状及び最近の推移をみる。  

1 財政収支の現状及び推移  

（1）平成17年度の財政収支状況の概況  

図表2－1－1は、平成17年度の各制度の決算における財政収支状況をとりまとめた   

ものである。年金数理部会では、すべての公的年金制度について積立金等を時価評   

価した参考値の報告を受けており、ここでは、評価損益を含まない「簿価ベース」で   

の数値と評価損益を含む「時価ベース注」での数値を併せて掲載している。なお、各制   

度における決算では、簿価ベースが基準となっている。  

最初に、公的年金制度全体の財政状況をみる。  

注 「（12）積立金」の項を参照のこと 

（公的年金制度全体の収入：保険料収入26．3兆円、国庫・公経済負担6．8兆円等）   

平成17年度の公的年金制度全体での収入の内訳をみると、保険料収入が26兆  

3，242億円、．国庫・公経済負担が6兆8，368億円、運用収入が簿価ベースで3兆7，124  

億円、時価ベースで13兆9，550億円などとなっている。   

簿価ベースの運用収入は、厚生年金及び国民年金（国民年金勘定）における年金  

資金運用基金納付金8，122億円を含めたものである。この年金資金運用基金納付金  

（平成18年度以降は年金積立金管理運用独立行政法人納付金）は、厚生年金及び国  

民年金の積立金を寄託され管理・運用している年金資金運用基金（平成18年度以降  

は年金積立金管理運用独立行政法人）における前年度までの運用状況（簿価の累積  

収益額）に基づいて当該年度に年金特別会計に納付されるものであり、厚生年金及  

び国民年金（国民年金勘定）の運用収入とみなすことが適当である。なお、時価ベ  

ースでは、年金特別会計の運用収入に加え、年金資金運用基金における時価ベース  

の運用収益が当該年度の運用収入として計上されており、年金資金運用基金納付金  

は、年金特別会計と年金資金運用基金との間のやりとりであるため、時価ベースの  

運用収入にあらためて加える必要はない。   

国共済と地共済の収入には、それぞれ4，702億円、1兆1，896億円の追加費用が  

ある。追加費用とは、年金給付のうち制度発足前の期間である恩給公務員期間等の  
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図表2－1－1財政収支状況  一平成17年度－  

国民年金   

区 分   厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

勘定  勘定   
制度全体  

億円  億円  億円  億円  億円  億円   億円   億円  

収入総額  簿価ベース  385，740  21，845  63，180   4，948  61，175   184，302  721．189  491，685   

時価ベース   ［459，335］［24，424］［84，207］ こ5，522］ ［66，268］   ［824，058］  ［594，555］   

保険料収入   200，584  10，290  30，099   2，789  19，480   263，242  263．242   

国庫・公経済負担   45，394  1，589   3，828  537  17，020   68，368  68．368   

追加費用   4，702  11，896   16，599   16，599   

運用収入   簿価ベース   18，298   2．423  13．604  1，359  1，357  83   37．ユ24   37，124   
（再掲年金資金運用基金納付金）   （7，522）  （600）   （8，122）  （8，122）   

時価ベース   ［91，893］ ［4，647］［34，573」 ［1，903］   「6，451］   ［139，550］  ［139．550］   

基礎年金交付金   19．474  1，640   3，718  178  18，763   43，773   ②   

国共済組合連合会等拠出金収入   384   こ！84   ④   

財政調整拠出金収入   1，172   1，172   ③   

積立金相当額納付金   1，382   1∴う82   1，382   

職域等費用納付金   2，955   2，リ55   2，955   

解散厚生年金基金等徴収金   34，568   34，568  34．568   

基礎年金拠出金収入   168，685  168，685   ①   

積立金より受入   62，497  4，539   67，（J36  67．036   

その他   203  29  35  85  15  15，533   15，tjOl   ※ 412   

支出総額   376，068  21，299  55，716   3，871  62，245  170，160  689∴i58  475，344   

給付費   219，863  16，693  42，915   2，310  19．527  126，386  427，ti94  427，694   

基礎年金拠出金   112，831  4，201 11，226  1，452  38，976   168，（i85   ①   

年金保険者拠出金   31  275  78   こう84   ④   

基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）   43，773   43，773   ②   

財政調整拠出金   1，172   1，172   ③   

その他   43，374  374  128  31  3，743  1   47，（う50  47，650   

収支残  簿価ベース   9，672  546   7，464  1，078   △1，071  14，142   31，H31   16．341   

時価ベース   ［83，267］ ［3，126］［28，491］ ［1，651］   ［4，023］   ［134，700］  ［119，211］   

1，931，622  

［2，049，051］  

年度末積立金  簿価ベース  

時価ベース  

1，931，ti22  

［2，049．り51］  

1，324，020  87，580  388，082  33，180  91，514  7，246  

［1，403，465］［91，690］［415，154］［34，730］ ［96，766］  

△ 48．989  

［53．880］  

年度末積立金の 簿価ベース  

対前年度増減額 時価ベース  

△ 48，！）89  

［53，バ80］  

△ 52，598  546   7，464   1，078   △ 5，478  

［20，997］ ［3，126］［28，491］ ［1，651］ ［△384］  

注1厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金資金運用基金納付金を加えたものを計上している。  
注2厚生年金・国民年金の時価ベースは、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベース  

で評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均百隻高の比率に上り  
行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、正味連用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額）に年度末積  
立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である。  

注3基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上しているし、  
注4基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定〃）積立金け）一都をニリ）  

勘定の稽立金としたものである。  

注5厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含よない。  
注6公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制厚内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いて  

いる。また、単年度の財政収支状況をと「）えるため、収入♂）そ♂）他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」15，489億円を除いた額を計上しているし  
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怪†表212 財止女収支状況   、トナJk17牛度  

公的年金  
制度全体  

（祈帥■鳥、－、J（ノ）給1寸賞  
しノ〉トう二ニ上Lて）  

拭慄牛余車ド汗甘け折  
r♭）ろノ之綜市ノ、   

億円  

491，685  

263，242  

68，368  

16，599  

37．124  

②  

佃」  

7コ1，川り  

トこ．■1／  

（うH，：う（うバ  

1（う、5‡拍  

こう7，121  

収入総額（簿価ベース）   

帰阪＝1√人   

目伸・公経済烏≠   

追加∫抑1J   

運川収人（肘仙、・－ ぺ）   

状雌牛余皮＝凍  巨l上U半金  

（歳礎隼亀榔′王）  Lt．】ハ済紺「ナ連合ご∵初出＝余収人  ④  

財政朋整拠【l庸両人  ③  

積、′．1モ畑、1用射れけ合  1，382  

職域や費川糾困守  2，955  

附F裾り．′ト勺二企Jiヒ令′耳微1」十余  34，568  

甘雌牛企拠＝余服人  ㈲  

付い」′イ工い恒三人  67，036  

そ〔ノり山  ※ 412  

匝∃■  
拭橋川・一朝貼‖11モ㌣十  

年、川」巨＝甘員捏  

1∴汗ば   

2∴）55 准  

こうl，5hパ  

1（うパ，hH5  

（i7，nニう（う  

15，別）1  

計（拠出金等収入）  1州，（iH5  

且  

1封㍉ぶ痛   

1：ミ、77：i   

170、1「iリ  

扶
雌
牛
余
ヱ
拾
宣
∴
 
 

475，344  

427，694  

甘  

4  

支出総客員   

拾＝賞′   

肛雌牛余拠≠け   

了巨余≠川東ポ■拠川合   

肘掛牛各軸↑給付腔 卜附則守′㌣十宮   

財政調整拠＝余   

そ〔ノ）他  

・■・→リ∴」‾・ヽ1  

1ニヱ7，榊1  

1（うバ、6パ5  

：うHl  

匹］ 
ル雌牛余給付理  

纏址瀾隼甘帖■1糸「汁＝■～  

支出総禎  

任②③④の項目は、合計でみると収入・支出間で相殺されており、公的年金  
制度全体の財政には影響しないことから、公的年金制度全体の財政収支状  
況をみる場合は、これらの項目を収入・支出両面から除いている。   

ヰ）答制J畑、「）肘提隼剰執にノ＼  

②基礎…粧上かごパ川度L」・し脚津十…紺川′に允てごノれて）］  
（劃ト．け：済と地圧済の両Ⅷ」せ川におけろ財政．凋普燕射＝企   
④＝ 二公什刊済隼令統合に什1香川㌦川イりイ川′H半合ノ＼山女㍑   

1上「L ri′J々佃tとに係ユ：〕精号‡都it二」川▲せーノ相川冊巨け一打申彗∴精算）直ハ誹′ン  

むと士∵仁ろけ㍍－二hハ触ご．¢）フて）二こハ′ノJ机、肘Ⅰ楚fl・料紬汁狸ト．緑野牛寺汗11綜   
イ、憫，〔ノけり㍉1届即日封裾什余土特別困唖烏11し㌧汗王 ▲致しない  

図表2－1－2の補足 （矢印で小されている丹川聞の関係について）   

収人項「†にある「基礎年金交付金」は、国艮隼企（基礎隼金拗に）から各被川新巨金と匡1民年金（いこ†  

艮隼金拗定）に交付又は練り人れ「）れるモ）び）で、tl什和（う0隼政l仁rl紳〕ll】はによる年余の給＝に要する  

川のうち基礎牛金に川、1H‾る訂手＝▲に・要する舘用に允て「Jれるもげ）である、＝＝ム†卜企び）給付費のうち凄  

隼金川1とされる部分け、「基礎年金相当給付費」壬たは「みなし基礎年金給付責」と呼ばれる∵ こ〝）  

「基礎年金相当給付費」と（新は）基礎イド令び）給付に要する費川である「基礎年金給付費一の合「汁から「  

別匡困り封‘lし」を除いた分を、被川肴隼余各制度と州ぐト余が分担して糾lける1】女汁11白＝にある ぎ基  

礎年金拠出金」がそゾ）分＝分である 

往 分科触を沈机る什糾は、川語佃説「姑雌牛企拠川企一 山項を参照いこと   

去た、収人工f川にあろ「国共済組合連合会等拠出金収入 と、女川J拙lにあろ「年金保険者拠出金」  

は、l事巨公社比済隼企が≠成り隼度に厚牛隼金に統合されたことに伴い、貯済牛金各制度が厚牛隼金に  

対Lて子J二うことにな／〕た拠．L11に閲十る1と1＝である）北済隼金各制座骨叫′t三イト胤二納付する触が「年金保  

険者拠出金」、厚ノ土牛金の受ける紬が「国共済組合連合会等拠出金収入」である 
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第2章◆財政状況  

期間、すなわち基本的には国共済は昭和34年前、地共済は昭和37年前の期間に対  

応する部分に係る費用を、国又は地方公共団体等が事業主として負担しているもの  

である。国共済や地共済の収入項目別の構成比を他の制度と比べるときは、追加費  

用があることに留意する必要がある。   

厚生年金の収入である解散厚生年金基金等徴収金3兆4，568億円については、平  

成15年度から始まった厚生年金基金の代行返上による移換金である。これは将来に  

わたる給付義務を伴う一時的な収入である。   

厚生年金と国民年金（国民年金勘定）には、それぞれ6兆2，497億円、4，539億  

円の「積立金より受入」がある。これは、平成16年年金制度改正により、積立金を  

活用する有限均衡方式での財政運営に変わったことから、当年度の年金保険事業の  

事業運営上の財源に充てるため必要があるときには、あらかじめ積立金からの繰入  

を当年度の予算に計上することで財源を確保することとし、新たに「積立金より受  

入」という収入項目を立てることとしたものである。このように、当年度の給付等  

の支出を支障なく行うという事業運営の観点から必要な項目であるが、年金財政の  

観点からみる際には収入から除外するのが適当である。（「（2）平成17年度の単年度  

収支状況」の項を参照。）   

基礎年金拠出金収入16兆8，685億円は、各制度の支出項目である基礎年金拠出金  

に対応して、受け入れ側の国民年金（基礎年金勘定）の収入項目となっているもの  

で、公的年金制度の合計でみると、収入・支出の双方に同額が計上され、財政的に  

は相殺されている。同様に、収入項目の基礎年金交付金4兆3，773億円、国共済組  

合連合会等拠出金収入384億円に対して、それぞれ支出項目の基礎年金相当給付費  

（みなし基礎年金給付費）、年金保険者拠出金が対応しており、公的年金制度の合計  

ではそれぞれ相殺されている。また、平成16年度から始まった国共済と地共済の財  

政単位の一元化に伴い、地共済が財政調整拠出金1，172億円を拠出し、国共済が財  

政調整拠出金収入として受け入れているが、上記と同様、相殺関係にある。   

したがって、公的年金制度全体の財政収支状況をみる場合には、公的年金制度内  

でのやりとりであるこれらの項目を収入・支出両面から除いている（図表2一卜2）。  

また、単年度の財政収支状況をとらえるため、収入のその他には、基礎年金勘定の  

前年度剰余金受入1兆5，489億円を除いた額を計上している。   

こうした考え方に基づいて算出した公的年金制度全体の収入総額は、簿価ベース  

で49兆1，685億円、時価ベースで59兆4，555億円である。ただし、この中には、  
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第2章◆財政状況  

厚生年金、国民隼金の「積立金より受入」（総額6兆7，036億円）が含まれている。  

（公的年金制度全体の支出：年金給付責42．8兆円等）  

▲方、平成17隼度の公的年金制度全体での支出は、給付費42兆7，694億円など  

となっている。   

給付費のうち、被用者年金各制度及び国民年金勘定の給付費にはその 一部として  

展礎年金相当給付費が含まれており、これと基礎年金勘定の給付費である基礎年金  

給付費がいわゆる1階部分にあたる給付費となる。   

また、各制度（基礎年金勘定を含む）が拠出した基礎年金拠出金、年金保険者拠  

日金、基礎年金相当与給付費（いずれも公的年金制度全体では対応する収入項目と相  

殺関係にある。）は、他制度の収入として受け入れられた後、最終的には公的年金制  

度の給付費の一部として支出される（図表2－1－2）。   

その他の支H］4兆7，650億円は平成16年度（4，410億円）に比べ10倍を超える  

額となっているが、これは、厚生年金及び国民年金のその他の支出に、年金資金運  

用基金に係る財政融資資金練卜償還等資金財源注（厚生年金4兆841億円、国民年金  

2，632億l－】）といった将来にわたる収入を伴う一時的な支出が含まれるためである。   

前述の考え方に基づいて貸出した公的年金制度全体の支出総額は、47兆5，344億  

Hとなっている。  

柱 平成l7年度末に年金資金運用基金が解散することに伴い、年金住宅等融資事業等に係る財政  

融資資金からの長期借入金の繰1二償還を行うなど、事業の廃止に必要となる費用等を支出したも  

のであるL。平成18年度以降は、年金住宅融資回収金等が厚生年金・国民年金の収入となる。  

（公的年金制度全体の積立金：簿価ベースで193．2兆円、時価ベースで204．9兆円）   

公的年金制度全体の平成17年度末の積立金は、簿価ベースで193兆1，622億円、  

時価ベースで204兆9，051億円であり、時価ベースで初めて200兆円を超えた。な  

お、この積立金には、厚生年金基金が代行している部分の積立金は含まれていない。  

（公的年金制度全体の年度末積立金の対前年度増減額）   

年度末積立金の対前年度増減額は、簿価ベースで4兆8，989億円の減、時価ベー  

スで5兆3，880億円の増となっている。 なお、公的年金制度全体の収支残は、厚生  

年三食及び国民年令において「積、ソニ金より受入」が収入として計上されていることか  

ら、簿価べ、一スで1兆6，341億Hの黒字、時価ベースで11兆9，211億円の黒字と、  

積立金の増減額とは異なる額となっている。  
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第2章◆財政状況  

（2）平成17年度の単年度収支状況   

図表2－1－3は、年金数理部会が公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制   

度横断的に比較・分析した平成17年度の単年度収支状況である。単年度収支状況は、   

厚生年金、国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受入」及び国民年金（基礎年   

金勘定）の「前年度剰余金受入」を除いて算出した単年度の収支状況を示している。  

なお、公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、   

厚生年金、国民年金（国民年金勘定）では、必要がある年度については、あらかじ   

め「積立金より受入」を予算計上して財源を確保し、当年度の給付等の支出を支障   

なく行うようにしているため、本表は、図表2－1－1における事業運営の結果を示す   

決算の収支状況とは異なるものである。  

平成17年度の単年度の収入総額は、簿価ベースで42兆4，650億円、時価ベース   

で52兆7，519億円、単年度の支出総額は、47兆5，344億円となっている。  

単年度収支残は、簿価ベースで5兆694億円の赤字、時価ベースで5兆2，175億   

円の黒字である。  

簿価ベースで赤字、時価ベースで黒字という状況になっているが、平成16年年金   

制度改正により積立金を活用する有限均衡方式による財政運営に変わっているため、   

従来とは異なり、仮に単年度収支が赤字になった場合であっても、それがただちに   

財政状況の悪化を示すものではなく、平成16年財政再計算において改正内容注を織   

り込んであらかじめ見込まれていた状況と比較して評価する必要がある。したがっ   

て、実績と財政再計算における将来見通しとの比較や、その範離分析を行うことが、   

財政状況の評価をする上でこれまで以上に重要になっている。  

本報告では、平成17年度の実績と平成16年財政再計算における将来見通しとの   

比較や乗離分析を行った結果について、第3章で詳しく取りあげる。  

注 平成16年年金制度改正における改正事項のうち、年金財政への影響が大きいと考えられる  

事項には、主として次のようなものがある。  

・厚生年金、国民年金における保険料水準固定方式の導入  

・保険料（率）の引上げ （各制度とも毎年引上げ。図表2－1－5参照。）  

・マクロ経済スライド  

・積立金を活用する有限均衡方式による財政運営  

・基礎年金の国庫・公経済負担割合の2分の1への引上げ  

（平成16年度から引上げに着手し、平成21年度までに完全に引上げ。「（4）国庫・公経済負  

担」の項を参照。）  
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第2章◆財政状況  

図表2一卜3 甘牛度収支状況 －、n茂17咋度－  

【年金数理部会が年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

国民年金   
l丈二 分  厚生年金  田桂済  地共済  私学共済  国民年金  基礎年金  合計   

公的年金  

勘定  勘定   制度全体  

憤Il】  僚円  債トリ  倍円  債rlJ  億円   億円   億円  

総籠  簿価∴－一1  こうコ：う、2、1：j   ごl．815  〔iJ，1ボO   Ll、リ∫4H  56、b3fう  1鵬，机3  6」i8，66‘1  424，650  

」時価∴－一1   3リ6、83日」 Lご4，iご‘1 L8i，ごり7」  5，5ご2  61，730   ［7∫11．533」  ［527．519］  

保険料収人   ご00∴汗・1  1〔）∴柑0   30，0リリ    2，Tポリ  1リ∴1と；0   263，242  263，242  

［司庫・ユ、こ・経済負担   15、3リ▲1   1、うゎリ   3，8ごさ  5こ汀  17，0コ0   68，3（）8   68，368  
収  ′1、70二2  11，8リb   1（〕，599   16．599   

入  運片川文人   簿価ヘーー▼八   18、ごリボ    ∴、主ご3  13．tう（り   1．35～）  l，357  83   37，121   37，124  
（中咤 年金首李j寧甲基褒紳ノ丁毎J   〔7，5ココ）  

（60（り   （8，122）  （8，122）   

し時価∴こ－八   

単  
リ1，リリ3j   4，6」7  ∴うt5てこう   1，9031   6，・151   L139，550］  ［139，550］  

年                    是碇牢金交イ寸金   1～），‘′17′1   1，b40    こぅ、7川  178  1とi，7し）3   43，773   ②   

度  ［召集済灘＝㍉重合去声紺勘刃金≠＝＼   封り   3日4   扇〕  

財政調整拠出金収人   1．17二2   1，172   ③  

碩立金柏、！∃額納イ寸食   ト十㌧   1，382   1，382  

職域等費用納イ寸金   ご．リ55   2，955   2，955  

解散厚生年金牒凍等徴収金   ：i・1∴討頼   3⊥1，5亡〉8   34，568  

基礎年金拠出封収入   圧迅，685  168，685   茸  

そノ）他   
ごUこi  2リ     」う5  日ニう  15  4∠1   ∠11二三   412   

支  ニミ7〔），0（i8   21∴北柏   55，71t〕   3，871  62，245  170，160  689，358  475．344  

給付費   2川，8日3  1〔），㈹3   4ご，射5   二：，こう1〔）  19，527  126，386  427，694  427．694  

出   112，ポ31  ∠l∴01  11∴∴誉   1，45：三  こう8、97t〕   16ヒ璽，6日5   ①   

31  単  隼金保険者拠出金  7ゴ   384   ④   

年  基礎年金相当給イ寸費、基諦立二束マイ：金一   13，773   43，773   ②   

度  財政調整拠出金   1，17’2   1，172   ③  

そノ）他   43，37‘′1  374  128  こう1  3，7」3  1   47，650   47，650   

単年度収支残  簿価ベース  

時価べ、ス］  

／へ＼52，825  546   7，1畑1  1，07日   ′へ 5，609   ハ、1，347   

20，770」  3，126  こ28，∫1～＝1 1，65l L／＼1515  

△ 50，694  

［52．175］  

′＼50，694  

52，175  

年度末積立金  簿価べ－－ス  

け引針＼－帽ス］  1．931，622 ［2．04g，051］  
1，3二三4，い20   が7，580  388，OH2   33，180  91，514  7，2∫i6  

」1，403，4日5 ［91，690二 L415，1巨）4」 34，730㌢  L96，76bj  

1，931，622  

2，049、051  

ト1 単年度収支状況 H、隼患数理部会か公的年金制度〃）財政状況を年金財政〃）観点かし■J制度横断的主、r比較・分析LナニヰJ（ノ「こ、厚生年金・国民サ金（同民年金勘   ノ 
′デ＝） 積立金上申受入一 役び基礎隼金劇症り）前年度剰余金受入＿ を除いて算出L十単年度〃）収支状況をホしてし、る  

公的隼金制度け椅立金を活牒十ろ有限均衡上ー式て財政庫常を行／）て寺」り、厚生年金・国民年金（国民隼金勘芹）Lり事業連営てH、一正∴費ぇゝある年度（二／〕いこ  
上土、右）「ノカーし扉）積立象より受入を千草計ヒLこ財源を確保∴ 当年度〃）給付等〔′）支出を支障なここ行う上う∵し∴ているため、本案山車年度収支矧土、事業滞  
貨び）結果を示す決貴し用」王女サ∈ヒ＝異／ごろ章ノ（／）ごカ、ろ  

fとご 厚生年金・国民年金〃）簿価ノ＼－一ス〃）連用収入は、年金資金運用基金納付金を加カたt，ぴ）を計上Lている  
はi惇生年金・国民年金〝）時価／＼－一1は、旧年金福祉事業団か「ノ承継した資産に係る損益を含めて、年金留金運用基金におりる市場運用分〃）運用実績を時価へ－ス  

て評価しプ丁卓ノ（ハ＝√右，ろなJ∴ 7声、継騒産こ二係ろ損益t／）厚生年金・国民年金ノ＼ノ）按分け、僅生年金・巨∃民年金レ）それぞれの憎立金ソ〕元本平均械高し′川二二幸に上り  
行／．ていろよ7二、国共済仁勅共済、払子肘掛）時価ノ＼－一1〃）1革用収入け、正味運用収入（運用収フ＼か「）有価証券売却損等机常用を滅L7二一収益蘭）に年度末楕  
、ヱ金ノ）評価損益い増減分を加算Lて推計Lており、時価′＼‥スの収入総儲、運用収入、収支碩け参考値こ′旨）ろ  

′主1基礎年金拠出金収入、国民年金勘有ノ）茎磁年余糾烏斜二け、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘荏＼〃）繰入額を計上Lていろ  
ff5 基礎年熟勘定い収入いそい他⊥＝、前年度剰東金受入（15，489億円）を除いた額を計上Lているよ上、嘩生年金・国民年金（国民年金勘荏）ノ）支出出そL′）仙；J   ご土 

、年金資金渾用基金に係る財政融脊資金繰ヒ償還等貸金財礪（厚生年金40．841億円、国民年金コ．63二倍円）′1、含妄オLていろ  

汀h 基礎年金勘定の楕立金H、基礎年金制偉か華人さわナー昭和bl牛席上り、国民年金掛一基ノうく基礎年金等し′）給付財源ヒLこ、国民隼金勘定（／）積1ヒ釦ノ上部をこしノ）  
勘定L′）絹ヤ金としノナ幸，（ハで青，ろ  

†i三7 博生年金C′叫文支状況㍑、厚t年金基金が代行Lていろ部分を含主ない  
，妄ド 公的年金制度全作ごrL公的年金制偉千体七し′て州†王女状況をヒー■Jえろたガ）、公的年金制席内で〃）やりとり（、l、1ノニ）こ二／）いこ収入・女出「ホ痛かし‾〕l凍いこし、  

一■  
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（3）保険料収入 一全制度で増加一   

平成17年度の保険料収入は、厚生年金20兆584億円、国共済1兆290億円、地   

共済3兆99億円、私学共済2，789億円、国民年金1兆9，480億円であった（図表   

2－1－4）。  

図表2－1－4 保険料収入額の推移  

年度   
厚生年金  

l■‾‾‾‾■■’■■‾‾‾  

被用者年金  国民年金  公的年金  
国共済  地共済  私学共済  

i旧三共済  旧農林年金  

平成  億円；億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  ‖ 186，933；4   ‖    9，066  27，437   2，066    232，864   18，251  251，116   

8  ‖ 193，706！4    9，454  28，391  2，127    241，242   19，209  260，451   

9   206，832  9，816  29，712   2，238    251，943   19，453  271，397   

10   206，151  9，881  30，035   2，281    251，682   19，716  271，398   

202，099  9，957  30，218   2，315    247，906   20，025  267，931   

12   200，512  10，206  29，882   2，351    246，240   19，678  265，919   

13   199，360   3，249  10，252  29，857   2，384    245，102   19，538  264，640   

14   202，034  10，130  29，656   2，508    244，597   18，958  263，555   

192，425  10，231 29，677   2，658    234，991   19，627  254，618   

16   194，537  10，218  29，735   2，680    237，171   19，354  256，525   

17   200，584  10，290  30，099   2，789    243，762   19，480  263，242   

対前年度  減率（％）  
I 1   

3．6： 3．4！  1．9        l－－・－－－－－－t■－1   
6．8《4．4》 苫  4．1 1  

△0．3  … △0．3  
1  

△2・0   ：△0・5  
1  

△0．8  ： △0．9  

△0．6  ：△1．2   

1．3  《△0．3》  

△4．8   

1．1   

3．1   

3．6   

4．4  

△0．1  

△1．5  

△0．7  

△0．5  

△0．2  

△3．9   

0．9   

2．8   

3．7   

4．2   

0．0  

△1．3  

△0．8  

△0．5  

△0．4  

△3．4   

0．7   

2．6  

4．3  3．5  2．9   

3．8  4．7  5．2   

0．7  1．1  1．9   

0．8  0．6  1．5   

2．5   △1．1  1．6   

0．5   △0．1  1．4  

△1．2   △0．7  5．2   

1．0  0．1  6．0  

△0．1  0．2  0．8   

0．7  1．2  4．1  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。  
注2 厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  

率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。  

注3 平成14、15年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分（統合前に係る分）を含  
めてあるため、各制度の値の和と一致しない。   

保険料収入の推移をみると、平成17年度には、増加が続く私学共済が4．1％増と  

最も大きく増加したほか、それぞれ16年度、15年度に減少傾向から増加に転じた  

厚生年金、地共済が引き続き3．1％、1．2％の増加となった。また、平成16年度に  

減少した国共済と国民年金もそれぞれ0．7％、0．6％の増加に転じ、すべての制度の  
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第2章◆財政状況  

保険料収入が脚ノ川したし公的隼金利度合体では、平成16年度に引き続き増加し、対  

前年度で2．6（‰増、26兆3，242値「1】となった 

保険料収入に関しては、、ド成17年4月に私学共折（10．46（舛）→10．814ウイ，）と国民  

年金（13，3001日→1：う，580＝）の保険料（率）が、9J」に厚牛年鳶（13．934％）→1′1．2駆灘，）、  

国共済（14．509（狂）－→1一′1．6ニう8（琵，）、地共済（1：う∴う84（舛）→1：う．7ニう8（施）の保険料率が引き卜  

げられており（図表215）、保険料収入の増加に人きく寄／ノ・している。また、厚生  

年金と私学共済では、被保険者数が増加したことも、保険料収入増加の要因となっ  

ている 

なお、公的年三食各制度の保険料（率）は、次のとおりである 

図表づ十ト5 公的年金各制度の保険料（率）  

隼座  地代済   仕丁丹済  川代牛余  
け†廿済                 県休作・乍   

い友   H  
1（う，う   川．醐（川）  腑．」（i   1リ．（）7   1H．う1し川）  】7．＝   15．Hl   1コ．H（川）     11，7朕＝1」j）   

十      17．コ1（10＝）  川Jう（）＝侶＝  軋うlう（1ごJ」）  に∵川（）（′川．）   

リ  17．35（4月）  1  

＝．：う（川）  

川  1ニミJi（）（）（lJ」）  

‖  
1∴リ（う（川）   

皿            Il．5り川lりj」）  ＝」弼＝＝）」j）  
10．削1（1J」）  

∵＼            11．7〔；7（り」」）  l】，りりコ（り」j）  ＝．1（うH（′川）  l：う，H（i（）（川）   
1リ  ‖．照付射＝  n  14．996（9月）  n  15．766（9月）  11．棋輔車＝仁  ＝」両肘＝＝  Il．うご2し川）  卜1，Ⅰ川）（川）   

】l（1畑i二改右＝∵′（1－て）  

，iご 紅川＝竹▲1チ糾】りせ山車成11てI川トニし川畑制十打＝㌣侶酬州＝翻十∴ぺ、、仁成l刊∴＝＝ソ、砕け1窓用酬べ－ソJ′雄紬ト∴ぃり、木ノ、（川し1トりコfJ  
ノーイu、r′ノ▼  

l ＝本紙追、＝本′心＝■じ川り乏し∴＝本∴＝二Jイ．圭ノ）符ノし1糾▲1？「［、】二成恒十」ル1－．㌣いlわ冊紆二組．ノ上り1∴（轟用れ仁  

＝本姓迅、】イ＼ノ‘H∵イt某11吏†jさ」い：）晰m・われノ）保掛什－、．↓、、り1．牛七山牒胴廿日．1－ー＝、ノ〕く トニし）】■れ丑Lと笹㌧こトノ）とさ」し∵し、ノニ  

汗1パー川、ど1余∈い巨成Il隼」」＝二り′トト余牒三Li‡に緯r㌻こ＼、イ∴－（髄昭‖ト  

ト1J■ノlrl竹ル裾W量れハ十凡吊十甘ド帖＝√冊湖H －▲＝再kl車トリ＝帖 ∴11．1＝うごL〉lJ【巨Iゞ鉄1〔り之、′ト＝木㌧－ご二ノ｝t′．某ノ）符‖＝晶偏Ii「ト／ノ適＝卜漬ノ、  

上之びj臣古来人∵膏／イニ適用車打叶∴仲川㍉ト㍉貯皿陸首に係／招こ衆＝一 県林誹パ訃州ド阜′）J血＝川圭叫∴1申＝㍉㌧ろ被≠l競れ‾係ろ睨l量料ヰ  
／）、て亡ヒ、l▲】Lrrノり∴√掲∴ノニ）ノ1∴（・）イノ  
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第2章◆財政状況  

（4）国庫・公経済負担 一全制度で増加一   

平成17年度の国庫・公経済負担は、厚生年金4兆5，394億円、国共済1，589億円、   

地共済3，828億円、私学共済537億円、国民年金1兆7，020億円であった（図表2－1－6）。  

図表2一卜6 国庫・公経済負担額の推移  

被用者年金  国民年金  公的年金  
年度   厚生年金   国共済  地共済  私学共済         ⊆旧三共猟  「芯蔚搭忘  制度計  （国民年金勘定）  制度全体   

平成  ‖ 億円：億円  億円   億円  億円  億円  億円   億円   億円   

7  28，295：6  988  2，602  294  ：う3，393   11，846   45，238   
8  25，169！7    1，055  2，786  318  30，568   14，679   45，247   
9   27，115  1，095  2，868  327  31，936   13，322   45，258   
10   28，302  1，166   2，896  344  33，231   13，265   46，496   

36，356  1，219  3，043  368  41，525   13，227   54，752   
12   37，209  1，315  3，346  404  42，853   13，637   56，489   
13   38，164   600  1，348  3，506  415  44，032   14，307   58，340   
14   40，036  1，372  3，440  429  45，416   14，565   59，982   

15   41，045  1，433  3，302  452  46，264   14，963   61，227   
16   42，792  1，525   3，795  499  48，619   15，219   63，838   
17   45，394  1，589  3，828  537  51，348   17，020   68，368   

対前年度  
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28．5  1  

2．3  
2．6  

4．9   《3：言方‾   

2．5   
4．3  

6．1  

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済を含まず、平成13年度以前は旧農林年金を含まない。   
注2厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分を含めた場合の  

率、平成14年度については平成13年度に旧農林年金分を含めた場合の率である。   

注3 平成14～16年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分（統合前に係る分）を  
含めてあるため、各制度の値の和と一致しない。  

国庫・公経済負担の推移をみると、各制度とも総じて増加を続けており、平成17  

年度には、16年度に続き、すべての制度で増加している。 平成17年度の対前年度  

増加率は、厚生年金6．1％、国共済4．1％、地共済0．9％、私学共済7．6％、国民年  

金11．8％と大きな伸びとなっており、公的年金制度全体では、対前年度7．1％増の  

6兆8，368億円であった。   

ここで、国庫・公経済負担とは、  

○基礎年金拠出金の3分の1（平成16年度から2分の1への引上げに着手し、  

平成21年度までに完全に引上げ）に相当する額  

○国民年金が発足した昭和36年4月より前の期間（恩給公務員期間等は除く。）  

に係る給付に要する費用の一定割合（厚生年金は20％、国共済・地共済は  

15．85％、私学共済・旧農林年金は19．82％）に相当する額  
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第2章◆財政状況  

などについて、同庫又は地方公共団体等が負担している額注1のことである。また、  

国民年金においては、さらに国民年金保険料免除期間に係る老齢基礎年金の給付費、  

20歳前障害に係る障害基礎年金の給付費などにも国庫が負担する部分注2がある。   

国庫・公経済負担の多くは基礎年金拠出金に係るもげ）であり、国庫・公経済負担  

の増加はもっばら基礎年金拠と土1金の増加（後述）を反映したものである。これに加  

え、平成16年度以降は、基礎年金の国庫・公経済負担の引卜げが増加の要因となっ  

ている。  

棺1 月∃語解説の補足を参照のこと。  

注2 用語解説「特別同庫負担」（7）項を参照のことし  

図表2｛1－7 基礎年金の国庫・公経済負担割合の引上げ  

①欄で＊を付した額の内訳  

年度  基礎年金〃）同庫・公経済負担割合  

制度全体（うち国庫）   
厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金   

①  

平成   億「tj  億円   億円  億円  億円  億円  億円   

l／3＋296億円＊                     16  296 （272）   206  8  21  3  58   

17  822  30  82  10  248   

18  

19   

注 基礎年金の国庫・公経済負担には、地方公共団体等の負担を含む 

基礎年金の国庫・公経済負担割合については、平成16年の法律改正で、基礎年金  

拠出金の3L分の1から、平成21年度までに2分の1へ完全に引き上げられることと  

され、平成16年度から引上げに着手された。平成17年度は、基礎年金拠出金の3  

分の1と二LOOO分の11に加え1，192億円（地方公共団体等の負担を含む。うち国庫  

の負担分は1，101億円。）の国庫・公経済負担となっている（図表2－1－7）。また、  

その他の年度についても、図表2一卜7のとおり、順次引きLげられている。   

なお、国庫・公経済負抑割合が2分の1に完全に引き上げられる年度（特定年度）  

については、「平成19年度を「1処に、政府の経済財政運営の方針との整合惟を確保  

しつつ、社会保障に関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所要の安  

定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行った上で、平成21年度までのいずれ  

かの年度を定めるものとする。」とされている（平成16年年金制度改正法附則第16  

条）。  
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第2章◆財政状況  

（5）追加費用   

平成17年度の追加費用は、国共済4，702億円、地共済1兆．1，896億円であった（図   

表2－1－8）。   

追加費用の推移をみると、国共済は平成11年度から、地共済は平成10年度から、   

それぞれ減少を続けている。追加費用は、給付のうち制度発足前の恩給公務員期間   

等に係る部分に要する費用に相当するため、今後も引き続き減少していくものと考   

えられる。  

図表2－1－8 追加費用の推移  

対前年度増減率  
計  年度  国共済  地共済  国共済  地共済   計   

平成   億円  億円  億円  ％  ％  ％  
7   6，060  15，559   21，619   

8   △5．0  2．9  0．7  

9   5，894  16，059   21，953   2．4  0．3  0．9   

10   6，062  15，745   21，808   2．9   △ 2．0   △ 0．7   

5，807  15，271   21，078  △ 4．2  △ 3．0   △ 3．3   
12   5，612  14，756   20，368  △ 3．4  △ 3．4   △ 3．4   

13   5，400  14，572   19，972  △ 3．8   △1．2   △1．9   
14   5，326  14，139   19，465  △1．4  △ 3．0   △ 2．5   
15   5，187  13，352   18，539  △ 2．6  △ 5．6   △ 4．8   
16   4，918  12，465   17，383  △ 5．2   △ 6．6   △ 6．2   

17   4，702  11，896   16，599  △ 4．4  △ 4．6   △ 4．5   
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第2章◆財政状況  

（6）運用収入 一全制度で増加一  

平成17年度の運用収入は、簿価ベースで、厚生年金1兆8，298億円、国共済2，423   

億円、地共済1兆3，604億円、私学共済1，359億円、国民年金1，357億円であった   

（図表2－1－9）。  

また、時価ベースでは、厚生年金9兆1，893億†1】、国共済4，647億円、地共済3   

兆4，573憶「Ij、私学共済1，903億Pl、国民年金6，451億円と、各制度とも平成16年   

度より増加している。  

公的年金制度全体でみると、簿価ベースでは平成8年度以来の増加であり、時価   

ベースでは全制度の数値が得られた平成15年度以降で最大である。  

なお、厚生年金及び国民年金では、年金資金運用基金（、F成18年度以降は、年金   

積立金管理運用独立行政法人）が厚生労働大臣から寄託された積立金を管理・運用   

し、その運用収益を年金資金運用基金納付金（平成18年度以降は、年金積立金管理   

運用独立行政法人納付金）として国庫（年金特別会計）に納付する往仕組みとなって   

いる。平成17年度には、16年度末における年金資金運用基金の簿価の累積収益額   

（厚生年金1兆4，180億刊、国民年金1，112億円）が基準となる準備金積立所要額   

（寄託金残高の100分の1）を上回ったことから、年金資金運用基金発足後初めて、   

超過となる額（厚生年金7，522億円、国民年金600億「Tl）が年金資金運用基金納付   

金として国庫納付された。厚生年金及び国民年金の簿価ベースの運用収入は、特別   

会計の運用収入（財政融資資金への預託金の利子収入）に、この年金資金運用基金   

納付金を加えたものを計上している。 このように、簿価ベースでは、年金資金運用   

基金における連用収益を厚生年金及び国民年金の特別会計の当該年度の収入として   

計上する仕組みとなっていないことから、簿価ベースの数値を、（年金資金運用基金   

における運用実績が当該年度の運用収入に反映される）時価ベースや、他制度の簿   

価ベースの数値と比べる際には、留意が必要である。  

注 国庫納付については、簿価で計算された厚生年金勘定及び国民年金勘定それぞれの累積収益額  

に基／づいて、翌年度における納付の有無の決定及び納付額の算定が行われる。  

－17 －   




